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議 題 

（３）第４次熊本県消費者施策の推進に関する基本計画(熊本県消費者教育推進計画)について 

 

○令和６年度（２０２４年度）の実施結果及び令和７年度（２０２５年度）事業計画について 

重点施策１ 消費者被害の未然防止と早期救済の推進 

 

１ 消費生活相談機能の充実・強化 

 

（１）市町村における相談機能の強化支援 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○市町村における消費者行政を推進するた

め広域連携を行っている市町村（八代市、

人吉市、天草市、上益城 5 町）を訪問し、

現状・今後の方向性等について意見交換を

行った。 

 

○消費生活相談員受入研修を 4市町 13 回、

市町村への巡回訪問を 2市町 2回実施。 

また、市町村消費生活相談員連絡会議の開

催や市町村からの経由相談への対応（105

件）など相談対応力の向上を図った。 

○広域連携相談では、限られた人員でより

広い地域の相談業務をカバーできるという

メリットがあるが、連携の形式によっては、

相談者が遠方に出向かなければならなくな

る等のデメリットもあり、地域の実情に応

じた工夫が必要となる。 

○デジタル化の進展により、契約や決済手

段等が多様化するのに伴い、消費生活相談

が複雑・困難化している。 

 

 

○広域連携を行っている市町村を訪問し、

現状確認と今後の方向性についての協議を

行う。 

 

 

 

○引き続き、市町村消費生活相談員連絡会

議を開催するとともに、市町村からの経由

相談、受入研修・巡回訪問等により市町村

の相談対応力の向上を図る。 

 

資料２ 
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○生活再生支援対策研修会を開催し、市町

村職員等 174 名が参加した。 

○対面方式での開催だったため、遠方の市

町村は、参加しにくいという声があった。

今後は、ハイブリットやオンラインでの開

催を検討する。 

○生活再生支援対策研修会を 11 月に開催

予定。 

 

（２）県消費生活センターの専門的・広域的な機能の充実・強化 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○国民生活センター等の研修に県相談員か

ら 13 回参加（配信を含む）した。また、消

費生活センター内研修を毎月実施(12回)す

るなど消費生活相談員等のレベルアップに

努めた。 

 

○解決困難事例の検討や法解釈等につい

て、県弁護士会と県及び市町村相談員によ

る勉強会を開催（2回）した。また、顧問弁

護士及び専門相談アドバイザーに対して、

関係法令の解釈等の高度な判断・助言を依

頼した。（弁護士 6 件、専門相談アドバイ

ザー36 日） 

○地元マスコミ等の協力を得て、県民へ最

新情報を提供した。（※熊日 QA に 25 回掲

載）また、「消費者月間」の 5月に相談会、

相談窓口等の広報・啓発等を集中的に実施

した。 

○デジタル化の進展、悪質巧妙化する消費

者被害の発生等、消費者問題は、複雑・多様

化しており、これらに対応し、解決してい

くためには、消費生活センターの広域的、

専門的な知識や技術の維持あるいは向上を

図っていく必要がある。 

○消費者の多岐にわたる消費生活に関する

相談・苦情の解決に向け、関係法令の解釈

等の高度な判断・助言を仰ぐことにより、

効率的・効果的な解決を図る。 

 

 

 

○消費者トラブルに遭った時に、どこに相

談すればいいのかわからない等の理由から

相談まで行きつかない消費者がいることか

ら、相談窓口の周知が依然として課題。 

○国民生活センター等が開催する消費生活

相談員向けの研修に相談員を参加させ、更

なるスキルアップを図る。また、消費者か

らの相談件数が多く、問題解決のために専

門的な知識が必要となるテーマや必要なス

キルについて、内部研修を実施する。 

○県弁護士会と県及び市町村相談員による

勉強会を開催する。また、顧問弁護士等に

対して、関係法令の解釈等の高度な判断・

助言を依頼する。 

 

 

 

○引き続き各種広報媒体を活用し、相談窓

口を周知するとともに、県 HP に消費生活ト

ラブルに関する最新情報を掲載し、報道機

関・市町村等に情報提供することで、被害

防止に努める。 
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２ 多重債務者に対する生活再生支援 

 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○多重債務者対策協議会を開催し（専門部

会 2 回、協議会 1 回）、関係団体の取組状

況等について情報交換を実施した。 

 

 

 

○消費者自立のための生活再生総合支援事

業により、以下の取組を実施した。 

・生活再生相談（面談件数：655 件） 

・家計診断（家計相談：481 件） 

・個別要因に応じたトラブル解決支援（債

務整理希望：94 件） 

○お金の悩み無料相談会（2回）を開催し、

関係機関が連携して対応した。 

・第 1回 9/13 熊本市 

・第 2回 11/24 八代市 

○消費者が多重債務状態に陥る要因とし

て、スマートフォンによる簡易な借入の普

及、副業サポートを持ちかけ高額借入をさ

せる悪質事業者の増加、物価高騰の影響を

受けた借入などが挙げられ、県内の多重債

務相談は増加傾向にある。 

○相談件数は依然として増加しており、事

業継続が重要となる。 

 

 

 

 

○同じ開催地が続いていたため、相談会の

実績が少なく多重債務者の掘り起こしにつ

ながるような開催地を検討する必要があ

る。 

○多重債務問題は依然として対策すべき重

要な消費者問題であることを、協議会で改

めて共有し、関係機関及び団体相互の連携

を強化する。 

 

 

○消費者自立のための生活再生総合支援事

業の重要性を認識し、以下の取組を継続し

て実施する。 

・生活再生相談・家計診断 

・個別要因に応じたトラブル解決支援 

 

○お金の悩み無料相談会（2 回）を開催予

定。（合志市、水俣市） 

※2市とも初開催。 
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３ 消費生活の安全・安心の確保 

 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○食の安全安心に関する出前講座を実施

（18 件）するとともに、特定テーマによる

「食の安全セミナー」を開催（12 月、70 人

参加）し、併せて各種講習会を開催。 

○悪質事業者に対し、問題点の改善要求等

を行った。（不当景品類及び不当表示防止

法に基づく行政指導 3 件、割賦販売法に基

づく行政指導 3 件、特定商取引法に基づく

行政指導 1件等） 

○ヤミ金融事犯及び同助長犯罪の取締りを

推進し、貸金業法違反、犯収法違反（口座の

譲渡等）等を検挙した。 

 

○消費者安全法に基づく重大事故に該当す

る消費生活相談が寄せられたため、直ちに

消費者庁に情報提供を行った。（1件） 

○食品表示は、関連法令が多岐にわたり、

表示内容も複雑なことから、事業者の制度

に対する理解不足や確認漏れ等による不適

正表示が依然として見られる。 

○悪質業者の迅速な情報収集、行政指導等

による改善の徹底。 

 

 

 

○インターネットやＳＮＳの普及により、

ヤミ金融業者の匿名化が進んでいるほか、

正規の商品売買を仮装するものなどの手口

の巧妙化も進んでいる。 

○重大事故が発生した場合、早急に消費者

庁へ情報を共有し、消費者問等への注意喚

起、拡大防止を図る必要がある。 

○食の安全安心に関する出前講座、特定テ

ーマによる「食の安全セミナー」、各種講習

会を開催予定。 

 

○引き続き悪質業者に対する問題点の改善

要求等、市町村等の関係行政機関や県警に

対する指導・法改正・制度改正の要望及び

啓発等に係る情報提供又は情報共有を図

る。 

○引き続き、ヤミ金融事犯及びヤミ金融事

犯の助長犯罪である犯収法違反（口座の譲

渡等）の取締りを推進する。 

 

○消費者安全法に基づく重大事故に該当す

る消費生活相談が寄せられた場合は、早急

に消費者庁に情報提供を行う。 
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４ 地域における高齢者・障がい者等に対する見守り活動の推進 

 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○熊本県高齢者等消費者被害見守りネット

ワーク連絡協議会を開催（11/22）するとと

もに、随時、構成団体等に対し、メールやチ

ラシによる消費者被害情報の提供を行っ

た。 

○国が定めた見守り体制の設置（法定協議

会の設置）推進に関する数値目標は本県で

既に達成しているため、今後の国の方針を

注視し、県内の対応を検討する必要がある。 

 

○今後の国の見守りネットワークに関する

動向を注視し、地域の見守り活動の促進の

ため、法定協議会のみならず見守りネット

ワーク構築の推進を図る。また、新たな方

針等が示された場合はその情報を速やかに

市町村と共有し検討していく。 

 

５ 訪日外国人・在留外国人の消費者トラブルへの対応 

 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○訪日外国人・在留外国人の消費者トラブ

ルについては、必要に応じて、関係機関と

連携して対応した。 

※相談実績：10 件 

○在留外国人の方に消費者トラブルに関す

る相談窓口が認知されていない状況。 

また、外国語に対応できる消費生活相談員が

いない。 

○訪日外国人・在留外国人の消費者トラブ

ルについては、県外国人サポートセンター

及び国民生活センター等関係機関と連携し

て対応する。また、外国人に向けたホーム

ページをやさしい日本語の案内に修正す

る。 
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重点施策２ 持続可能な社会に向けた取組の推進 

 

１ 食品ロスの削減に向けた取組の推進 

 

（１）食品ロスの削減に向けた取組の推進 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○新聞、テレビ等による「てまえどり」、

「食べきり運動」の周知啓発を実施した。

また、県内企業を募集して、「フードドライ

ブ」を実施した（10 月） 

また、県民を対象にモニターを募集して「食

ロスチェック」を実施（8～10 月）し、83 人

が参加した。 

 

 

 

○「九州食べきり協力店」への新規登録 24

店舗に対し、啓発物（ポスター及び卓上ポ

ップ)の配布を行った。 

 

○令和６年度県民アンケートの結果では食

品ロス削減に取り組んでいない消費者の割

合が 16.4%で目標の 10%以下に届かなかっ

た。 

 

 

 

 

 

 

○取組開始当初は年間の登録店舗数が 

１００店舗を超える年度もあったが、令和

４年度は１桁、令和５年度以降は２桁台で

推移しており、登録数が伸び悩んでいる。 

○引き続き SNS 等を活用した広報活動によ

り消費者向けの普及啓発を行いながら、更

なる食品ロス削減に係る県民の意識の醸成

を図る。 

・テレビ、ＳＮＳ等による「てまえどり」、

「食べきり運動」の周知啓発を実施予定。 

・事業所を対象とした「フードドライブ」

を実施予定。（9月） 

・県民を対象にモニターを募集し、「食ロ

スチェック」を実施予定。(8～9 月) 

○くまもと食べきり運動の１つとして「九

州食べきり協力店」の周知及び登録店舗の

拡大を行う。 
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（２）環境の保全、その他の持続可能な社会の形成に資する取組の推進 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○エシカル消費について、消費者教育コー

ディネーターが作成した教材やパンフレッ

ト等を活用し、出前講座による普及啓発を

行うとともに、県民向け「エシカル消費」の

教材を作成し、県 HP に掲載した。 

○消費者庁の 2024 年度の調査では、「エシ

カル消費」という言葉を知っていたのは

27.4%とまだまだ低いのが現状。 

○引き続き「エシカル消費」の周知に向け、

消費者教育コーディネーターが作成した教

材やパンフレット等を活用し、学校訪問で

エシカル消費講座の案内を行う。 

 

重点施策３ 消費生活に関連する多様な課題への対応 

 

１ 新型コロナウイルス感染症への対応 

 

令和６年度の取組概要 

○新型コロナウイルス感染症の影響により、生活再生支援を必要とする方が多く存在

するため、インターネット媒体を利用した広報を実施。 

 

２ 災害への対応 

 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○消費者自立のための生活再生総合支援事

業において、被災者への特別金利での貸付

を実施。 

○引き続き、被災者を対象とした生活再生

総合支援事業を継続していく必要がある。 

 

引き続き、被災者を対象とした生活再生総

合支援事業を継続していく。 
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３ ＳＮＳによる消費者被害への対応 

 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○国民生活センター主催研修参加 13 回。

（うち SNS 関係研修 1回） 

市町村消費生活行政職員・相談員研修会

において相談概要を説明。 

県弁護士会と県及び市町村相談員による

勉強会のテーマとして、SNS 等に関するト

ラブル事例を選定。 

○ＳＮＳによる悪質商法の勧誘など、成年

年齢引下げを契機として、若年者の消費者

トラブルの今後の増加が懸念される。 

○国民生活センター等が開催する消費生活

相談員向けの SNS に関する研修に相談員を

派遣するとともに、SNS 等に関するトラブ

ル事例をテーマに、県弁護士会と市町村相

談員による勉強会を実施する。 

 

  



9 

重点施策４ 消費者教育の推進 

１ ライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進 

 

（１）学校等における消費者教育の推進 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○（高等学校期） 

全校で実施（家庭科、公民科、商業科等） 

 

 

○（義務教育期） 

各教科等指導主事研修会社会科部会、家

庭科部会において、消費者教育の推進や出

前講座に関する資料等の情報提供を実施。 

○（特別支援学校） 

全校で実施（社会、公民、生活、職業・家

庭、技術・家庭、家庭、情報、道徳等） 

 

 

○私学振興課及び教育庁各課と連携し、「高

校生等のための消費生活講座」を計 32 回実

施。 

○大学等に対し、消費者被害を防止するた

めの啓発チラシを配布するとともに、県内

の適格消費者団体に委託し、消費者教育出

前講座を実施（3大学、82 名）。 

○（高等学校期） 

消費者トラブルや相談内容の多様化に伴

い、より専門分野の方からの情報やアドバ

イスが必要になっている。 

○（義務教育期） 

教科等指導主事研修会等において、消費

者教育の推進や出前講座に関する資料等の

配付等の情報提供を行う必要がある。 

○（特別支援学校） 

学校からは、課金やスマホに依存する事

案や SNS 内のトラブルについての事案が挙

がってきており、対応に追われている現状

がある。 

○実施校数の実績はコロナ禍を終え徐々に

増加しているが、目標の 40 校以上での実施

には達していない。 

○若年層の相談割合が低いため、大学生等

の消費者被害の現状等が分からない部分も

ある。 

○（高等学校期） 

全校で実施。（家庭科、公民科、商業科

等） 

 

○（義務教育期） 

教科等指導主事研修会等において、消費

者教育の推進や出前講座に関する資料配布

等の情報提供を行う。 

○（特別支援学校） 

全校で実施。（社会、公民、生活、職業・

家庭、技術・家庭、家庭、情報、道徳等） 

 

 

○私学振興課及び教育庁各課と連携し、「高

校生等のための消費生活講座」を実施する。 

 

○大学等に対し、消費者被害を防止するた

めの啓発ポスター又はチラシを配布し、「若

者や地域に対する消費者教育出前講座」を

実施する。 
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（２）職域、地域社会における消費者教育の推進 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○水銀フリーについて、県立図書館「情報

ギャラリー展」や啓発動画を活用した広報

展開等による情報発信を行った。 

 

○「くまもとゼロカーボン行動ブック」を

活用し、小学 5 年生を対象とした「肥後っ

子教室」等において環境教育を行うととも

に各種団体の研修会等を活用し、家庭や事

業所での普及啓発を実施した(肥後っ子教

室 331 校、15,766 人が参加)。 

○熊本県産の農林水産物の優先活用や食文

化への理解促進を図るため、地産地消を推

進するための情報発信や地産地消協力店の

指定（令和 6 年 6 月末で 436 店舗）、県民

参加型イベントなど多面的な取組を実施。 

○令和 8年度の水俣病公式確認 70 年や、令

和 9 年度末での蛍光灯の製造・輸出入禁止

などを控える中、水銀フリー社会実現の重

要性を効果的に発信していく必要がある。 

○脱炭素の認知度は増加している一方、県

民一人ひとりの行動変容までは至っておら

ず、脱炭素の取組について「自分事化」され

ていない。 

 

 

○若年層など幅広い県民に対する県産品へ

の地産地消理解促進のため、更なる啓発が

求められる。 

○水銀フリー啓発動画を活用した情報発信

を実施するとともに、県内の中学生、高校

生等を対象に「水銀フリーに係る出前講座」

を開催する。 

○「くまもとゼロカーボン行動ブック」を

活用し、「肥後っ子教室」、「くまもと環境

出前講座」等において環境教育を行うとと

もに各種団体の研修会等を活用し、家庭や

事業所での普及啓発を実施。 

 

○引き続き地産地消推進のため、以下の取

組を実施する。 

・ホームページ（地産地消サイト）への情

報掲載、県公式 SNS での情報発信 

・地産地消協力店の指定 

・小学生等を対象にしたイベント等の実施 
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２ 効果的な消費者教育のための取組の推進 

 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○消費生活講演会を J-FLEC や消費者団体

等と共同で開催（令和 6年 12 月 5 日）し、

文科省主催の「消費者教育フェスタ」にお

いて、県内各団体の消費者発表大会を実施

（令和 7年 1月 31 日）。オンラインで全国

に配信するとともに、市町村等へ周知を行

った。 

○県立学校初任者研修において、家庭科に

おける消費者教育の推進の在り方、SDGs を

踏まえた消費者市民社会の実現について扱

った。また、小中学校の家庭科教員向け研

修で、学年ごとの系統性を踏まえながら、

消費者の役割や権利・責任等について研修

を実施した。 

○「親の学び」講座を実施する進行役及び

進行役に指導助言を行うトレーナーを育成

するため、市町村と連携して人材養成研修

を開催した。 

・くまもと「親の学び」プログラムトレー

ナー研修会（第 1回 118 人、第 2回 64 人） 

・くまもと「親の学び」プログラム進行役

養成講座（参加者計 464 人） 

○消費者教育の推進のため、引き続き、消

費者団体との連携のもと講演会等を実施す

る必要がある。 

 

 

 

 

○小学校と中学校の内容の系統性は図るこ

とができたが、高等学校を含めた全体的な

系統性の提示には至っていない。 

 

 

 

 

○「親の学び」講座は、講座申請団体のニー

ズに合わせて使用するプログラムを選定す

るため、必ず消費者教育に関する内容が入

るとは限らない。（折をみて最新の消費者

問題（課金問題・振込詐欺等）に触れる。） 

○消費者団体等と共催で、12 月に講演会及

び消費者発表大会を開催予定。 

 

 

 

 

 

○県立学校の初任者研修では、小中学校の

内容の系統性を踏まえ、家庭科における消

費者教育のあり方や SDGs との関連につい

て扱う。小中学校の家庭科研修では、高等

学校まで含めた系統性を示し、学習指導要

領を踏まえ、消費者の権利と責任や、SDGｓ

との関連を意識した研修を実施する。 

○「親の学び」講座を実施する進行役及び

その進行役に指導助言を行うトレーナーを

育成するため、県内全域で市町村と連携し

て組織的・計画的に人材養成研修を開催す

る。 
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重点施策５ 消費者行政を推進するための体制整備 

 

１ 消費者の意見の反映と消費者施策の透明性の確保 

 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○熊本県消費生活審議会に第４次消費者基

本計画に基づく各施策・事業の進捗状況を

報告するとともに審議をいただいた。 

○第５次消費者基本計画策定に当たり、消

費者を取り巻く環境変化や国・県の取組状

況等を踏まえ、審議いただく必要がある。 

○第４次消費者基本計画の成果や課題を審

議会に報告し意見を求めるとともに、第５

次消費者基本計画策定に反映させる。 

 

２ 県における体制整備 

 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○消費生活相談員資格取得支援講座（7 名

参加）及び消費生活相談支援担い手育成講

座（29 名参加）を実施。 

○同規模他県より多くの相談件数に対応し

ている状況に加え、相談員の平均年齢は 61

歳と高齢化が進んでおり、次世代の相談員

の育成が必要不可欠である。 

○消費生活相談員資格取得支援講座（全 4

回）及び消費生活相談支援担い手育成講座

を実施予定。 

 

３ 市町村における体制整備支援 

 

令和６年度の取組概要 課題 令和７年度の取組 

○新アクションプランの策定及び実施支援

について、令和 5 年度に実施した調査結果

をもとに、改めて全市町村に対して新アク

ションプランの見直しに関する調査を実

施。 

○R9 年度までに推進事業（国交付金）の活

用期間が全て終了することに伴い、市町村

の消費者行政が衰退することがないよう、

強化事業の活用等を推進する必要がある。 

○国の交付金見直し後も市町村の消費者行

政の取組が維持されるよう、全市町村に対

し新アクションプランの見直しについて調

査を実施し、市町村の消費者行政の自主性・

自立性の確保について支援する。 

 


